
事案書（■経営会議  □調整会議）      

開催日：平成２６年 ７月２８日（月）  

 担当課：総務部収納課、市民税課 

件  名： 大和市市税条例の一部改正（法人市民税・軽自動車税の税率改正）について 

提出理由：地方税法の改正に伴い、市税条例を一部改正するにあたり、その内容について     

了承を得るため 

内  容： 

１．背景 

・少子高齢化等により、増加する社会保障費の

財源を確保することなどを目的として、社会

保障と税の一体改革が進められ、その一環と

して平成 26 年 4 月に消費税率の引き上げが

行われた。また、引き上げに伴って想定され

る影響への対策として、様々な税制上の措置

も検討された。 

・これを受け、平成 26 年 3 月に地方税法（以

下、「法」と言う。）が改正され、消費税率の

引き上げにより、拡大する地域間の税源の偏

在を是正していくことなどを目的に、法人住

民税法人税割の一部を「地方法人税」として

国税化し、地方交付税の原資とする措置が講

じられた。これにより、自治体の法人市民税

による歳入額は減少となる。 

・また、軽自動車税について、普通自動車税と

の税率の格差を縮小する観点から、標準税率

が引き上げられたほか、「自動車税のグリー

ン化」を進めるとして、排出ガス性能や燃費

性能の優れた環境負荷が小さい自動車の税

率を軽減し、新車新規登録から一定年数を経

過した環境負荷の大きい自動車の税率を重

くする措置も講じられた。 
 

２．条例改正の考え方 

・法人市民税については、法の規定に基づき制

限税率及び標準税率を定める。（改正しない

場合は、国の制限税率を超えるものとなり法

に抵触することになる。） 

・軽自動車税についても、法に従って税率を定

める。ただし、法第 444 条第 3 項により、市

が独自に税率を規定することができる農耕用

の小型特殊自動車や雪上走行車については、

周辺市との均衡を図りつつ、課税実態や課税

対象物件数を考慮した税率を定めていく。 

３．改正の内容 

(1)法人市民税の税率改正 

・法人市民税法人税割の制限税率及び標準税

率を次のとおり引き下げる。 

 改正前  

➡ 

改正案 

制限税率 14.7％ 12.1％ 

標準税率 12.3％ 9.7％ 

(※制限税率は資本金 1億円超の法人に適用する) 

(2)軽自動車税の税率改正 

  ①普通自動車と軽自動車の税負担水準の格差
を縮小するための措置 

(ｱ)軽四輪車等及び三輪自動車 
税率を乗用自家用車は 1.5 倍、その他は約
1.25倍に引き上げる。【平成 27 年度分から】 
※軽四輪車等については、平成 27 年 4 月１日以降、

最初の新規検査を受けるものから新税率を適用する。 

(ｲ)原動機付自転車及び二輪車 
税率を約 1.5 倍～2 倍に引き上げる。【平成
27 年度分から】 

  (ｳ)法により市が独自に税率を定める車両 
・小型特殊自動車 
農耕用は 2 倍、その他は 1.25 倍に引き上
げる。【平成 27年度分から】 

  ・雪上走行車 
  国は、雪上走行車について、降雪地を除く

と車両の登録がほとんどないことを理由
に条例（例）から削除しており、本市でも
今後も課税することが想定されないため、
税率の規定を削除する。 

②自動車税のグリーン化 
軽四輪車等について、グリーン化を進める
観点から、最初の新規検査から 13年を経過
したものに対し、標準税率の概ね 20％の重
課を導入する。【平成 28年度分から】 
 

４．周知方法 

・市ホームページ、広報やまとに掲載する。 

・法人市民税の税率変更については、申請書送

付の際に税率改正のチラシを同封する。 

・軽自動車税の税率改正については、納税通知書

にチラシを同封するほか、重課等の該当車両の

所有者に対しては、案内を個別に通知する。 

経  過 

S56. 3法人市民税税割の税率改正 

S59. 3軽自動車税の税率改正 

H26. 3地方税法等の一部を改正する法律公布 

今後の予定 

H26. 9議案上程 

H26.10条例施行（公布日） 

 


